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IV．コンピュータ会計原則の問題点
1．問題の所在
　ドイツの会計制度では，様々な会計問題が「正規の簿記の諸原則（Grundsatze　ordnungs－
maBiger　Buchfifhrung；GoB）」との関連において論じられている。すなわちドイツでは，商法
や税法といった企業会計に関わる法律の条文に「正規の簿記の諸原則」という文言が規定さ
れ，企業が会計処理や会計報告を行う際には「正規の簿記の諸原則」に合致することが要求
されている。この場合，「正規の簿記の諸原則」は不確定の法概念（unbestimmter
Rechtsbegriff）とされ，その内容は法律に明文の規定がない。しかし，このような不確定な
概念を法律に組み込むことによって，法律の条文には規定されていない新しい会計問題が生
じた場合でも，その内容の解釈を通じて柔軟に対応することが可能となっている。その際の
解釈の拠り所としては，会計の専門家団体の発表する意見書や学説が重要な役割を果たして
いるのである。この関係はコンピュータ会計に関する諸問題についても例外ではない。殊に
コンピュータ会計のように技術進歩の急速な領域では，法律の条文改正が事態の急激な変化
に即応できないのが実状である。
　会計処理がコンピュータ化された場合には，コンピュータによって処理される会計記録の
正規性（OrdnungsmaBigkeit），より具体的には会計帳簿の正規性が問題となる。つまり，コ
ンピュータ会計システムにおける会計帳簿は通常磁気テープや磁気ディスクのようなデータ
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記憶媒体（Datentrager）の上で処理されかつ保存されるので，従来手作業により紙の会計帳
簿の上で記録されていた場合とは異なった配慮が必要とされたのである。ドイッでは，商法
典（Handelsgesetzbuch；HGB）第239条第4項および租税通則法（Abgabensordnung；AO）
第146条第5項において，商業帳簿あるいは帳簿およびその他の必要な記＄剥ま，証癒を整然
と綴じ込んだものであっても，またコンピュータのデータ記憶媒体の上で処理されたもので
あってもよいことが認められている。したがって，法律は，従来の紙を綴じた伝統的な帳簿
形式には必ずしもこだわってはいないのである。しかしながら，上述の商法典ならびに租税
通則法の規定において，コンピュータのデータ記憶媒体の上で処理されたものであってもよ
いことが認められるのは「正規の簿記の諸原則」に合致する場合に限られていることが看過
されてはならない。そこで今度はコンピュータ会計の場合の「正規の簿記の諸原則」とは何
かが問題とされることになったのである。コンピュータ会計システムにおける会計帳簿の正
規性の問題は，レフソン（U．Leffson）がそれを形式的な「正規の簿記の諸原則」1）として論
じたためか，これまでわが国ではあまり重要視されてきていないように思われる。しかし実
は，ドイツではすでに様々な形でコンピュータ会計についての「正規の簿記の諸原則」が多
数発表されてきているのである。それらの多くがコンピュータ会計システムにおいて記録・
保存されている会計帳簿の正規性に関わるものであり，しかもただ単に会計帳簿の形式的な
正規性にとどまらず，税務および監査という重要な実質領域に関わるものとして発表されて
きたものであることには注意しなければならない。本稿では，税務領域ならびに監査領域の
それぞれにおけるコンピュータ会計の「正規の簿記の諸原則」を取り上げて，それがドイッ
の会計制度においてどのような意味を持つものであるのかを明らかにしたい。
　まず税務領域におけるコンピュータ会計の「正規の簿記の諸原則」として，次の2つを取
り上げる。
1．「正規の電算機簿記の諸原則（Grundstitze　ordnungsma6iger　SpeicherbuchfUhrung；GoS）」，
1977，
2．「正規のDV支援簿記システムの諸原則（Grundsatze　ordnungsmaBiger　DV－gestUtzter
Buchfuhrungssysteme；GoBS」，　1995．
　GoSおよびGoBSは両者とも，コンピュータ会計に関して「正規の簿記の諸原則」を補完
するものとして発表されたものである。さらにGoSには同じ題名の布告（ErlaB）が添付さ
れており，一方GoBSにはやはり同じ題名の連邦大蔵大臣通達（BMF・Schreiben）が添付さ
れていて，制度の一部としての性格を付与されている。
　また監査領域におけるコンピュータ会計の「正規の簿記の諸原則」として取り上げるもの
は次のものである。
　「コンピュータ支援手続きの場合の正規の簿記の諸原則とその監査（Grundsatze
ordnungsmaBiger　BuchfUhrung　bei　computergestUtzten　Verfahren　und　deren　PrUfungen）」，
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1987
n．税務領域におけるコンピュータ会計の「正規の簿記の諸原則」
1．「正規の電算機簿記の諸原則（GoS）」
1．GoSの位置づけ
　GoSは「経済および公的機関における経済管理委員会（AusschuB　ftir　wirtschaftliche
Verwaltung　in　Wirtschaft　und　6ffentlicher　Hand　e．V．；AWV）」と連邦および諸州の上級税務
官庁の税務監査担当官（Betriebspriffungsreferenten　der　obersten　Finanzbeh6rden　des　Bundes
und　der　Lander）の研究グループとの共同研究の下に起草されたものである。GoSには同じ
題名の布告（ErlaB）が添付され，その布告の本文1．b）において，電算機簿記の領域におい
てはGoSが一般的な「正規の簿記の諸原則」を補完するべきものであるとの位置づけがされ
ている。
2．GoS発表の技術的背景
　SpeicherbuchftihrungのSpeicherとはコンピュータの記憶装置のことを意味する用語であ
る。コンピュータ化される以前の機械会計（ADV簿記）の時代には，会計処理に用いられる
機械（会計機）は，せいぜいタイプライタに電卓が装備されたものあるいは電卓にプリンタ
が接続されたものにすぎず，データが入力されると処理結果が直ちに，あるいはそれほどの
時間をおかずに紙の上に出力されるものであった。したがって，一時に処理できるデータ量
には限界があったが，データの処理過程が機械の外部からでも理解することが辛うじて可能
であった。これに対して，コンピュータ化されたSpeicherbuchftthrungにおいては，入力さ
れたデータは記憶装置によっていったんデータ記憶媒体に保存され，その後プログラム処理
された結果が必要に応じて随時出力されるようになった。データ記憶媒体とは，そこに記録
されたデータ内容が機械を通してしか見読可能でないもので，GoSの発表当時ではたとえば
パンチカードや磁気テープおよび磁気ディスクなどであった。このように会計処理がコン
ピュータ化されたため，データ記憶媒体に保存されたデータならびにデータのプログラム処
理過程をともに外部から視覚的に理解することが困難になった。その結果，データ記憶媒体
に保存されたデータが従来の紙の帳簿に記録されたものと同じ証拠能力を有するかどうかが
問題とされるようになったのである。
　このような事態に対応するために，商法典（HGB）および租税通則法（AO）が1977年に
改正された．HGBならびにAOの改正の結果，法律上も電算機簿記が一定の前提条件のもと
で許容されるに至ったが，GoSはその際の，電算機簿記に適用される「正規の簿記の諸原則」
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を明らかにするために起草され，1978年に公表されたものなのである。
3．GoSにおける「正規の簿記の諸原則」
　HGB第239条第4項およびAO第146条第5項によると，電算機簿記（SpeicherbuchfUhrung）
が法律上許容されるのは以下の2つのことが前提とされる場合である。2）
①電算機簿記が，その際に適用される手続きも含めて「正規の簿記の諸原則」に合致している
こと。
②そのデータがその保存期間中は利用可能であり，いつでも相当の期間内に（in
angemessener　Zeit）見読可能とされることが保証されていること。
　この2つの前提は，電算機簿記にも「正規の簿記の諸原則」が適用されねばならないことと，
データがいつでも参照可能でなければならないことを要求しているのである。したがって今
度は，電算機簿記に適用されるべき「正規の簿記の諸原則」とは何であるかが明らかにされね
ばならない。
　GoSはその本文1．3において，電算機簿記に対しても，手作業の簿記の技術と同様に，「正
規の簿記の諸原則」が適用されるべきことを明示しているが，それは具体的には以下の3つ
のことを意味すると述べている。
　　　「1．3．0専門知識を有する第三者（sachverstandige　Dritte）が，相当の期間内にその電算機簿記
　　　について理解することが可能で，かつ企業の取引および財産の状態についての概観を得ること
　　　が可能であること。
　　　　L3．1．記帳義務のある取引と在高の正確かつ完全な記録（仕訳帳機能）ならびに財産状況およ
　　　び収益状況についての概観（勘定機能）が電算機簿記の場合にも保証されるべきこと。取引は
　　　適時に記録され，そして整然と表示可能であるように電子記録される（gespeichert）べきであ
　　　ること。
　　　　L3．2電子記録された記帳が見読可能とされる時には，実質的に正確でかつ一目瞭然であるよ
　　　うに写述されねばならないこと。」
　専門知識を有する第三者が，相当の期間内にその電算機簿記について理解することが可能
であるためには，それによってコンピュータによる決算手続きの構造と経過とを完全に理解
することができる手続き文書（Verfahrensdokumentation）が必要となる。その手続き文書と
は，課題設定，データ入力の記述，データ記録の調整，統制・照合手続きを含む処理規程，
エラー処理，データ出力の記述，データ保全および正規のプログラム摘要の確保などを内容
とする作業マニュアル（Arbeitanweisung）やフロー・チャート（Ablaufplane）などである。
（GoS本文，6．）
記帳義務のある取引と在高の正確かつ完全な記録（仕訳帳機能）ならびに財産状況および
収益状況についての概観（勘定機能）が電算機簿記の場合にも保証されるためには，そもそ
もその取引の存在を裏付ける証懸の確認が必要となる。
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　このように電算機簿記が「正規の簿記の諸原則」に合致したものであるためには，手続き文
書によって決算手続きの構造と経過が理解可能とされていること，そして記帳される取引が
証憲によって裏付けられることが必要とされている。
4．GoSの証7．Ree能
　GoSは本文2．0．において，「記帳は，電算機処理の際にも，個別証懸，一括証憲あるいは
継続証愚（自製証憲，外部証懸）のいずれかによって証明されねばならない」と述べて，コ
ンピュータ会計の場合にも，記帳が何らかの証愚によって裏付けられなければならないこと
を明記している。この点はきわめて常識的な内容である。しかし問題なのは，GoSに添付された
布告（ErlaB）の中に，継続証憲（Dauerbeleg）に関して重大な記述が見られることである。
少々長いが，重要な箇所であるから，その全文を示すことにする。
　　　「ADV簿記の場合には，プログラムによって，比較可能な出力状態のすべての過程が統一的に処
　　　理されることが確保される。このような場合には，個々の事象を証愚によって裏付けることは
　　　必要ではなく，同一範疇の記帳取引についての証明が一度だけ行われればそれで十分である。こ
　　　の証明は該当するプログラム化された手続き過程の文書によって，その手続き過程と文書とが
　　　GoBに合致する限りにおいて実行される。その点では，この文書は，継続証愚の機能にも属す
　　　る。このような証明は，前段階納税額の自動修正の場合，仕入先勘定の請求の場合，国外の得
　　　意先についての為替差損益の換算の場合，年間購入予約に基づくあるいは同様の場合の報奨金
　　　精算の場合に顧慮されることがある。」（Erla6　n，a））
　同布告は，電算機簿記もADV簿記の一種にすぎないと述べており，上掲の文章は電算機
簿記にも適用されるものである。そして，コンピュータのプログラムによる会計処理につい
ての手続き文書が継続証葱の機能を果たすとされているのである。
2．「正規のDV支援簿記システムの諸原則（GoBS）
1．GoBSの位置づけ
　GoBSは社団法人経済管理協会共同研究会（AWV）によって起草されたものである。まず，
その前文において，GoBSが1978年に公表された「正規の電算機簿記の諸原則（Grundsatze
ordnungsmaBiger　Speicherbuchftihrung；GoS）」に代わるものであるとの認識を示している。
また，GoBSに添付された連邦大蔵大臣通達もそのことを明記している。GoSは，1978年に
連邦大蔵大臣によって，所得税法準則（Einkommensteuerrichtlinien）第29節中の旧第5項
第6款および第7款の規定と置き換えられ，その後AO第146条の添書として引き継がれて
いる。
　そしてさらに，GoBSは「1．適用領域」において次のように述べて，　GoBS自体の位置づけ
を明確にしている。
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「正規のデータ支援簿記システムの諸原則は正規の簿記の諸原則に代わるものではない。それは
単に，正規の簿記の諸原則をDV簿記に関して精密に示したものにすぎず，記帳義務者が記帳お
よびその他の必要な記録を，完全に，正確に，適時にかつ整然と処理されるようにすることを
確保したいならば，用いなければならない処置を規定したものである。DV簿記の場合にも，記
帳義務者は正規の簿記の諸原則を遵守する責任を負うのである。」（1．Anwendungsbereich　1．0）
　GoSは，ほぼ同一の内容で、同一題名の布告（ErlaB）とともに発表されたもので，「正規
の簿記の諸原則」の解釈として，すべてのDV支援の会計報告に関連した手続きに一般的に
適用されなければならないという，今日ではすでに支配的となっている見解を主張していた
のである。GoBSもGoSと同様に，自身をコンピュータ会計の領域において「正規の簿記の
諸原則」を補完するものと位置づけているのである。
2．GoBS発表の技術的背景
　GoSの内容は，その発表された，1978年当時のコンピュータの技術的状況を前提として，
コンピュータによる記帳処理だけに，いわば純粋な電算機簿記だけに限定されていた。しか
しその後のコンピュータのハードおよびソフトの進歩にともない，統合的なコンピュータ・
システムにも適応するために，GoBSとして改訂されたのである。つまり，今日の会計職能
は会計部門だけで遂行されるものではなく，仕入や販売など，企業の他の職能部門で生じた
データが直接，統合システムとしての会計情報システムの中に流入してくるようになってい
る。たとえば，企業の会計システムがデータベース・システムとして構築される場合である。
　また，売上税のインボイスや電子データ交換（EDI）などのように，企業外部からのデー
タがデータ回線を介して企業の会計情報システムに直接入力されるようになってきたのであ
る。この場合には，従来の書面による証癒がデータ処理の始めから存在していないのである。
このために，会計データの裏付けとなる証愚の確保や会計処理過程の正確性や完全性を期す
ための内部統制システムの導入がこれまで以上に大きな問題となってきているのである。過
去20年間の，このようなコンピュータ技術の急激な変革に対応するために，GoBSがGoSの
改訂版として公表されたのである。
3．GoSとGoBSの構成比較
　GoSとGoBSの構成をその本文見出しによって比較すると以下のようになる。
　　GoS　1977の成　　　　　GoBS　1995の’
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前文
　1．序文　　　　　　　　　　　　　　　　1．適用領域
　2．証愚準備と証懸機能　　　　　　　　　　2．証遇機能，仕訳帳機能，勘定機能
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2．1原則
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2。2言正愚機育旨
3，記帳
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4．統制と照合
5．データ保全
6，文書および監査可能性
7．データ記憶媒体の保管と保全
8．データ記憶媒体上で処理された
　証拠書類の写し
9、責任
　2．3仕訳帳機能
　2。4勘定機能
3．記帳
4。内部統制システム
5．データ保全
6．文書および監査可能性
7．文書保存期間
8．データ記憶媒体上で処理された
　証拠書類の写し
9．責任
　注記
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　両者を比較すると，ほぼ同じ構成となっており，項目見出しがまったく同じという項目が
半数以上もあることがわかる。しかし証愚機能に関する第2項目では，GoBSの方がGoSに
比較してより細分化されており，GoBSでは証愚機能にさらに重点が置かれているものと思
われる。それでは，GoBSにおける簿記の正規性ならびに証憲機能がどのような内容なのか
を見て行くことにする。
4．GoBSにおける簿記の正規性
　GoBSも帳簿およびその他の必要な記録の形式については，　HGBおよびAOにしたがって
データ記憶媒体の使用を前提としている。したがって，これらの記憶媒体上の帳簿，証葱お
よびその他の必要な記録はいつでも相当の期間内に（in　angemessener　Zeit）jFIJ用可能で，見
読可能（lesbar）にされうることが確保されねばならないことが明記されてい
る。（1．Anwendungsbereich　1、1）
　さらに，簿記の正規性は，HGB第238条，第239条および第257条ならびにAO第145
条および第146条の規定の遵守によって確保されるが，コンピュータ会計の正規性もやはり
同一の規定の遵守によって確保されるという。その際は，特に以下の事項が重要であるとい
う。　（1．Anwendungsbereich　1。2）
①記帳義務のある取引は，正確に，完全にかつ適時に記録されねばならず，その発生から
終了まで跡付け可能でなければならない。（証愚機能，仕訳帳機能）
②取引は整然と表示され得るように，かつ財産および収益の状態についての概観が保証さ
れるように処理されねばならない。（勘定機能）
③専門知識を有する第三者が，相当の期間内にその時の簿記手続きを正しく理解できなけ
ればならず，取引と企業の状態についての概観を作り出すことができなければならない。
④DV簿記の手続は，実際のかつ歴史的な手続内容を証明する手続文書によって，理解可
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能で跡付け可能にされねばならない。
⑤手続文書に記述された手続が，実務に導入されたプログラム（ヴァージョン）と完全に
一致することが保証されねばならない（プログラム同一性）
　この部分は重要である。というのは，①，②および③についてはHGBおよびAOの上記条
文に同一の内容を見いだすことができるが，④および⑤についてはそうではないからである。
したがって，この部分はGoBSがコンピュータ会計の領域において「正規の簿記の諸原則」
を補完している部分とみられる。GoBSが手続き文書の重要性を強調しているものと思われ
る。
5．証愚機能，仕訳帳機能および勘定機能
　記帳義務のある個々の取引の跡付け可能性は，証愚機能，仕訳帳機能および勘定機能を顧
慮することで保証されるという。
　　　「基礎にある取引とその記帳またはDV処理との関連は，言明能力のある手続文書（その正規の
　　　適用の証明によって補完される）によって表現される一一・。記帳義務者はそのことによって，
　　　専門知識を有する第三者にとって，取引およびその処理についての十分に確実で，明白でかつ
　　　わかりやすい証明が可能となるために，個々の場合において，手続文書の参照によって，証恩
　　　機能，仕訳帳機能および勘定機能を確実なものにしなければならない。」（2．1Grundsatz）
　ここでも，手続文書が，取引と記帳内容との関連を表現するものとして，また記帳処理の
証明の手段として登場している。
　GoBSは，証拠機能についてつぎのように述べている．この部分は特に重要な部分である
から，やや頻雑であるが，できるだけ本文に忠実に示すことにする。
　　　「証愚機能とは，簿記の証拠能力の基礎を表す。それは，一方で企業の外部および内部の記帳義
　　　務のある現実の事象と，他方で営業帳簿の記帳内容との関連についての跡付け可能な証明のこ
　　　とである。当然，DV簿記における記帳も証愚機能を達成しなければならない。」（2．2．1）
　外部取引については，外部の取引相手から受け取った証愚が証拠能力の高いものとされる。
これに対して，
　　　「契約上決済された営業取引とちがって，プログラム内記帳，自動経営データ記録（BDE）およ
　　　び電子データ交換（EDI，データ記憶媒体交換）にもとつく記帳のための証愚機能は，その時々
　　　の手続によって達成されねばならない。この手続は，この関連において継続証愚と同様にみな
　　　されるべきである。
　　　　証愚機能の達成はこの場合，その時々の手続の正規の適用によって証明されるべきである。こ
　　　の証明は，その時々の手続の内に予定された統制の実行の証明ならびに手続文書によってもた
　　　らされるべきである。…
　　　　手続統制…　　によって，取引の完全性と正確性ならびに記帳義務者によるその承認（認可）
　　　が確保されるべきである。」（2．2．7）
　ここでも，証遅機能における手続文書の役割とならんで，手続および手続統制の役割が示
されていることに注意しておかなければならない。
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仕訳帳機能については，つぎのように述べられている。
　　「取引の完全かつ適時かつ形式的に正確な記録の証明は，処理過程の様々な段階でのプロトコル
　　化によってもたらされ得る。」（2．3．1）
　　「取引の完全かつ適時かつ形式的に正確な記録，処理および写しについての証明（仕訳帳機能）
　　は，法律による保管期間中は相当の期間内で表示可能でなければならない。
　　　その際，取引は，時間的な順番で，概観しやすくかつ理解しやすい形式で，完全にかつ要約
　　的に表示可能とならなければならない。」（2．3．2）
勘定機能については，以下のように述べられている。
　　「勘定機能の達成のためには，取引が物的勘定および人的勘定によって整然と表示可能でなけれ
　　ばならない。
　　　物的勘定および人的勘定に凝縮された数字の記帳についての正規性は，その凝縮された数字
　　に含まれた個別項目の証明の可能性を要求する。
　　　勘定の表示は，ディスプレイ上でも，紙の上でも，画像あるいはその他のデータ記憶媒体の
　　上でも行うことができる。ディスプレイあるいはその他のデータ記憶媒体によって表示が行わ
　　れる場合に限り，有資格者による要求の際に，補助手段なしで見読可能な写しが作成されるべ
　　きである。’・・」（2．4勘定機能）
6．手続および手続文書の内容について
　手続文書は，特に以下のものを内容として含まねばならない。（6．2．1・5）
（1）実質論理的解答の記述
これは，ユーザの観点から専門的職務についての叙述，特に以下のものが含まれる。
①一般的な職務設定
②手作業を含む入出力のためのユーザ用画面の記述
③データ在り高の記述
④加工規則の記述
⑤データ変換（データ記憶媒体交換／データ転送）の記述　　　』　　＾
⑥機械による統制と手作業による統制の記述
⑦エラーの通知およびそのエラーから生じる処置についての記述
⑧キーの一覧表
（2）プログラム技術的解答の記述
　これは実質論理的要求がどこで，どのようにプログラムに変換されるかを示す。また，プ
ログラムの変更も手続文書に示されねばならない。
（3）プログラム同一性が保証される方法の記述
　実施されるべきテスト・ランの解除権限についての記述と，その際に用いられるべきデー
タならびにプログラム導入統制のためのマニュアルを伴う解除手続の精密な記述である。
（4）ユーザのための作業マニュアル
　それは特に，手続の中に予定されている手作業による統制と調整についての記述である。
92 一一o　　理　　知　　識一
m．監査領域におけるコンピュータ会計の「正規の簿記の諸原則」
1．FAMA1／1987意見書「コンピュータ支援の場合の正規の簿記の諸原則とその監査」
1．FAMA1／1987意見書公表までの経緯とその位置づけ
　ドイツの経済監査士協会（lnstitUt　der　WirtschaftsprUfer；ldW）では，企業の会計処理お
よびその監査の際に規準となる（maBgeblich）さまざまな意見書が現代会計手続き専門委員
会（FachausschuB　fifr　moderne　Abrechnungssysteme；FAMA）によって発表されてきている。
経済監査士は，重大な理由のある場合を除いて，FAMA意見書に含まれる諸原則から逸脱し
てはならないとものされている。したがって，FAMA意見書は経済監査士が監査業務を遂行
する際の指針となっているのである。コンピュータ会計およびその監査に関する諸問題につ
いてもさまざまな意見書が発表されてきている。そのようなものとしては，FAMA1／1987
意見書の公表までに以下の5つの意見書が公表されていた。3）
・1／1972「社外でのEDV簿記の監査と正規性（OrdnungsmaBigkeit　und　Prtifung　einer　EDV・
　　　　　BuchfUhrung　auser　Haus）」
・1／1974「EDV簿記の監査（PrUfung　von　EDVBuchfUhrung）」
・1／1975「会計システムにEDV設備を導入した際の正規の簿記の諸原則の解釈について
　　　　　（Zur　Auslegung　der　Grundsatze　ordnungsmaBiger　BuchfUhrung　beim　Einsatz　von
　　　　　EDV・Anlagen　im　Rechnungswesens）」
・1／1978「監査補助手段としてのデータ処理（Die　Datenverarbeitung　als　Prufungshilfsmittel）」
・1／1979「連邦データ保護法と年度決算書監査
　　　　　（Bundesdatenschtitzgesetz　und　JahresabschluBprilfung）」
　1979年の意見書を除いて，これらの意見書は，FAMAが1／1987意見書「コンピュータ
支援の場合の正規の簿記の諸原則とその監査（Grundsatze　ordnungsmaBiger　Buchftihrung　bei
computergestUtzten　Verfahren　und　deren　PrUfung）」を発表したことでその効力を失ったと
されている。このFAMA1／1987意見書は，簿記の正規性，手続き文書の必要性とその内容，
コンピュータ支援の簿記の内部統制システムの必要性と分類およびデータ処理の監査につい
ての意見を表明したものである。さらにその一年後に発表された意見書では，コンピュータ
によるデータ処理を利用している場合の内部統制システムの監査に際して，経済監査士協会
の会員はFAMA1／1987意見書を顧慮しなければならないことが再確認されている4）。
2．コンピュータ簿記システムの正規性
　FAMA1／1987意見書はまず「A．前文」において，　HGB第239条第4項の規定により，
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「正規の簿記の諸原則」が特定の簿記システムについて規定したものではないこと，言い換
えれば，たとえコンピュータ支援のシステムであっても「正規の簿記の諸原則」が適用され
るものであることを確認している。
　また，コンピュータ支援の場合の正規の簿記の概念については，機械による手続きおよび
手作業による手続きのすべてを含めて，完全で，正確で，適時でかつ秩序正しい（vollstadig，
richtig，　zeitgerecht，　geordnet）ことならびに専門的知識を有する第三者にとって後付け可
能な（nachvollziehbar）ことをあげ，それぞれHGB第239条第2項および第238条第1項
に規定されている正規の簿記の要件がそのままコンピュータ支援の簿記にも適用されること
を確i認している。
　次に，コンピュータ支援の簿記システムにおいて，正規性（Ordnungsmtifiigkeit）という
規準がどのような場合に実現されるかについて，FAMA1／1987意見書は，アプリケーショ
ンの開発の際，すなわちソフトウェアの製作と変更，データ保護の組織化，実際に即したア
プリケーションの組織化の際に，また実際に即したアプリケーションの統制によっても実現
されると述べている。そして，アプリケーションの開発ならびに保護の際には，コンピュー
タ支援の手続きについての文書が作成されるが，この文書作成は，システムを実際に利用す
るためならびにシステムを復旧可能なものおよび監査可能なものにするための知識を維持し，
伝達するのに役立つとされている。
　このような文書が，特に監査を実施する際に役立つことが指摘されていることには注意が
必要である。というのは，このような文書がシステム運用の際の単なる手引きであることに
とどまらず，監査可能性としてコンピュータ支援の簿記システムの正規性の要件を満たすた
めの手段のひとつとして認識されていることになるからである。．
　さらにFAMA1／1987意見書は，コンピュータ支援の簿記システムの正規性がシステム監
査によって確認されること，またその際には簿記システムとその中に組み込まれた内部統制
システムとが監査の対象となることを述べている。帳簿記入における完全でない，または
誤った，あるいは適時的でない記録は，自動化された手続きの枠内で自動的に発見されなけ
ればならない。したがって，その手続きに組み込まれた内部統制システムの妥当性と有効性
とが，コンピュータ支援の簿記システムの正規性の規準となるのである。内部統制システム
の妥当性と有効性とを判定することで，簿記の正確性が確認され，ひいては簿記の正規性も
確認されることになるとされているのである。
　それでは簿記の正確性はどのようにして検証されると考えられているのか。FAMA1／1987
意見書はその検証可能性として，以下の3つをあげている。
a．個々の取引をその源泉から最終的な表示に至るまでとその反対方向でも跡付け可能で
あること
b．専門知識を有する第三者によって相当の期間内に，統制システムの妥当性と有効性と
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が判定され得るという意味で，処理手続き（手続き文書）が跡付け可能であること
c．手続きが，その手続き文書にしたがって実施されたことが証明されること
これらの検証可能性は，形式的な正規性規準としての監査可能性に関わるものであり，さら
に個々の取引の跡付け可能性と簿記手続きの跡付け可能性とに分けて考えることができる。
3．形式的な正規性規準としての監査可能性
（1）個々の取引の跡付け可能性
　FAMA1／1987意見書によると，個々の取引の跡付け可能性は証愚機能（Belegfunktion），
仕訳帳機能（Journalfunktion）および勘定機能（Kontenfunktion）が達成されることによっ
て確保される。以下，これら3つの簿記の機能についてFAMA1／1987意見書の述べるとこ
ろを見ていこう。
a．　言正ヌ愚機自旨
　証癒機能というのは，簿記の証拠能力（Beweiskraft）の基本的前提であって，以下のよう
な事項が証明され得る場合に，達成されるとされているのである。
・説明のための文章，必要な場合には取引の裏付け
・記帳されるべき金額あるいは記帳されるべき金額が引き出される数量および価額項目
・取引の時点
・責任者による取引の承認（たとえば署名，署名代わりの記号，手続き解除）
記帳の実行に関連してはさらに，以下の補完的な記載事項が重要である。
・勘定分類
・証懸番号ないしは保存文書の整理規準
・記帳日（システムへの入のしるし）
　証愚機能について，FAMA1／1987意見書は極めて重要なことを述べている。すなわち，正
規の簿記の意味での証葱機能が達成されているかどうかは，証拠書類の形式ないしは手続き
が，専門知識を有する第三者に対して相当の期間内に取引についての確実で明確な証明を提
供できるかどうかによって判定されるべきであると述べて，証愚機能の原則についての確認
をしている。しかし，それと前後して，簿記がコンピュータによって行なわれていようとも，
記帳されるべき取引については独立した証拠の存在が必要であるという証懸機能の原則は不
変であるが，証愚機能の実現のための方法はコンピュータの導入によって影響を受けるであ
ろうという指摘をもしている。では，コンピュータの導入によってどのような影響を受ける
というのか。FAMA1／1987意見書は，機械内部での記帳過程においては簿記の手続き文書
が証愚の機能を果たすという重大な言明を行なっているのである。つまり，必ずしもすべて
の記帳について，書面による（schriftlich）個別証明が存在する必要はなく，取引がそのよ
うなものとして証明可能であれば十分であるとし，たとえば繰り返し発生する同種の取引に
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ついては，伝統的な簿記も継続証憲（Dauerbeleg）と一括証懸（Sammelbeleg）とを識別し
ていると指摘した後で，機械内部での記帳過程では手続き文書が継続証懸の機能を引き受け
ると述べている。さらにまた，データ記録媒体の互換あるいはコンピュータ間のオンライン
によるデータ転送の場合には，取引の当事者間で締結され統制される手続きが証愚機能を遂
行しなければならないとも述べている。（B、ll．1．1．1．）GoSの記述内容と同様に，これは
極めて重大な指摘である。
b．仕訳帳機能
　記帳義務のある取引は，その発生後できるだけ早くしかも漏れなく，跡付けと検証とが可
能であるように記録されねばならない。そのためには，記帳の時点が認識可能であり，記帳
時点の順でプリントアウトが可能であることが確保されねばならない。
　仕訳帳機能は，プリントアウトによってまたはプリントアウトと結合した記帳材料の電子
記録（Speicherung）のいずれかによって達成される。
c．勘定機能
　個々の誇張を表すデータは，一覧形式またはその他の分かりやすい形式で表現されるべき
である。したがって，勘定機能達成のためには，記録事項に以下の項目が含まれなければな
らない。
・勘定科目
・抜けたページがないことの証明
・借り方・貸し方ごとの記帳・合計・残高のしるし
・記帳日
・証恩の参照番号
・記帳文およびそのコード化　　　　　　　　　　　　　　　・
（2）簿記手続きの跡付け可能性
　手作業による簿記と同様に，コンピュータ支援の簿記も専門知識を有する第三者にとって
監査可能でなければならない。しかしコンピュータ支援の簿記の場合，処理作業がもっぱら
コンピュータの機械内部で行なわれるために，その処理過程が機械の外部からは容易に理解
できないという特徴がある。したがって，FAMA1／1987意見書は，その処理過程について
の理解を容易にするために，インプットされたデータとその処理結果だけでなく，その処理
過程についての十分な手続き文書も提供されなければならないことを要求している。簿記の
理解に必要な文書の作成と保護とは，「正規の簿記の諸原則」の達成のためには絶対不可欠
な前提であるとまで述べている。
　また，決算手続きが変更された場合には，個々の手続きの改訂がどの決算期間で行なわれ
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たかがわかるように手続き文書に記録されべきであるとも述べられている。
　このほか，手続き文書が商法第257条第1項によって10年間保存されねばならないとさ
れている。（B．H．2．2）
4．手続き文書の内容
　FAMA1／1987意見書は，専門知識を有する第三者が相当の期間内に簿記についての理解
を得るために必要な場合に限ってという条件を付けながらも，「正規の簿記の諸原則」が作
業マニュアルおよびその他の組織書類（Arbeitsanweisungen　und　sonstige
Organisationsunterlagen）の存在を要求しているりであることを明記している。（B』．2．2
（8））
　また，手続き文書の範囲と詳細度とについての要請は，プリント・アウトされた簿記がそ
の文書からどの程度理解しやすいものであるかにかかっている。したがって，監査人が手続
き文書を監査する際には，手続き文書によって提供されるべき情報が，彼に提示された書類
から相当の期間内に引き出され得るかどうかを確認しなければならないのである。その場合
の手続き文書は，以下のEDVアプリケーション領域についての情報を与えるものでなけれ
ばならないとされている。
・課題設定（特に専門部門によるプログラム変更の提案）
・データ・レコード構造（データ・インプット）
・統制および調整手続きを含む処理規準
・エラー処理
・データ　・アウトプッ　ト
・データのバックアップ
・正規のプログラム・アプリケーションのバックアップ／証明
・具体的な処理たとえばアプリケーション・システムの調整または類似の報告
・EDVアプリケーションと簿記のシステム全体とのコミュニケーションの規準
・利用可能なプログラム
・新規のあるいは変更されたプログラムの解除手続きの種類と内容
　ここに挙げられているものは，手続き文書の構成要素を列挙したものではなく，手続き文
書によって提供されるべき情報を列挙したものであると解釈されるべきことが強調されてい
る。（B．H．2．1）
IV．コンピュータ会計原則の問題点
1．「手続き文書＝証懸機能」の論理
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　これまでに，税務上のコンピュータ会計原則としてGoSおよびGoBSを，また，監査上の
コンピュータ会計原則としてFAMA1／1987意見書を取り上げ，それぞれの内容を検討して
きた。その結果，それらの内容に共通する2つの点が明らかとなった。その1つは，コン
ピュータ会計の領域においては「正規の簿記の諸原則」だけでは不十分で，それを補完する
ものが必要であり，自身を「正規の簿記の諸原則」を補完するものであると位置づけている
点である。この点はもっとな主張である。
　その2つ目は，コンピュータ・システムの内容を理解し，その正確性や完全性を期するた
めの手続き文書が「正規の簿記の諸原則」において重要な役割を果たし，さらに記帳される
取引の存在を裏付ける継続証懸の機能を果たすという主張である。
　この主張は，これらのコンピュータ会計原則の中にだけ見いだされるものではなく，有力
な学説の中にも同じ内容が主張されている。たとえば，レフソンは次のように述べている。
「EDVの際には，同種の反復的な取引がプログラムによって自動的に記帳され得る。この場
合，プログラムとそれに応じたマニュアルとが（通常，マスタ・ファイルに記憶されている
が）継続証愚として記帳の正確性を証明することが可能である。
　すると，証懸原則はEDVの場合，一般的にも個別的にも，　r常に伝統的な意味での証慮が
存在していなければならないというように理解されてはならない」ことが示される。という
よりもむしろ，個々の取引がすべて証懸によって裏付けられている，すなわち証明され得る
場合にはそれで十分なのである。記帳義務を有する者は，これを証明することができなけれ
ばならない。」5）
　GoSおよびGoBSならびにFAMA1／1987意見書も，手続き文書が継続証愚（Dauerbeleg）
と同様にみなされるべきであると主張している。しかしそれは誤りである。なぜなら，継続
証愚が提供するデータは，証懸番号（いつも同じ番号），金額，勘定科目，記帳文および証
懸内容の責任者などであり，手続き文書とは一致しないからである。6）手続き文書というの
は，記帳される取引を具体的に表現したものではなく，証懸や記帳内容が処理される際の方
法自体や経過そのものについて述べたものだからである。手続き文書は，記帳される取引が
実際に存在するのかどうか，その取引が実際にどんな内容のものなのかを表すものではない。
つまり，手続き文書は決して継続証慮と同じものと見なしてはならないのである。簿記の正
規性は，証遇と手続き文書の両者がそろってはじめて確保されうるものなのである。した
がって，監査の際にも，証愚についての監査と手続き文書についての監査とがそれぞれ行わ
れなければならない。監査の領域では，この2つはそれぞれ直接監査
（EinzelfallprUfung）とシステム監査（VerfahrensprUfung）と呼ばれている。
2．監査制度上の問題点
　手続き文書が証懸機能を果たすという命題を認めると，監査人の監査業務実施にあたって，
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ゆゆしき問題が生じる恐れがある。たとえば，経済監査士が入力されたデータ処理プログラ
ムについて，依頼人の許にソフトウェア検査の証明書（Software・Testat）が存在することを
発見すると，彼はFAMA1／1987意見書によって要求されるシステム監査を省略することが
できるだけでなく，以下のような見解を主張することによって監査業務全体を簡略化するこ
とが可能となる。
　　　「1．たとえばEDIによってやり取りされる商業信書の証愚内容は，　GoBSによれば，手続き文
　　　書や手続き統制に置き換えることができる。したがって，私は証愚の直接監査を行う必要がな
　　　い0
　　　　2．統制を伴うEDV手続きについては，手続き文書が存在する。私は，その内容を理解して
　　　いないが，その代わりに，私の委任者はそのソフトウェアの正規性を保証する検査（証明書）を
　　　私に提示した。したがって，私にはその手続きを監査する必要はない。
　　　　3．したがって，私は，証愚内容と手続き文書とを監査せずに，貸借対照表を検査すること
　　　ができるのである。」7）
　この言明は，手続き文書が証愚機能を遂行するという命題を前提とする限り，論理的には
正しい。しかし，明らかに誤りである。結局，ソフトウェア検査というのは誤りのない演算
結果を保証しないのである。たとえ完全に正しいプログラムであっても，正しくないデータ
が入力されれば，演算結果はあやまったものとなる。したがって，監査人はEDV手続きが
正しく実行されているかどうかだけでなく，証愚内容の監査も実施しなければならないので
ある。以上のように，GoBSの論理に従うと，監査報告書や確認の付記（Bestatigungsvermerk）
の中に重大な欠陥が生じることになるのである。
5．課税制度上の問題点
　証愚内容が存在せず，記帳の根拠を提示できない場合には，AO第162条に定める課税基
礎（Besteuerungsgrundlage）を評価する根拠も失われることになる。「…　　税務当局は，
とくに，納税者が帳簿をまったく記帳していなかった場合，またはその他の重大な欠陥が存
在しているような場合には，課税基礎を租税通則法第162条に従って査定する（この場合，
査定される利益は，通常，正規に算定された利益よりも高くなる）ことができるのである。」
8）しかし，GoBSに従うと，手続き文書が継続証愚として証葱機能を代行することができる。
すると，手続き文書があれば，かりに最初から証愚内容が存在しない場合でも，課税基礎の
評価を証明できることになる。しかも，このことはすべての納税義務者に当てはまることで
はなく，その簿記をEDVによって処理し，さらにその際にフ゜ログラム内記帳やEDIで処理
している納税義務者に適用されることになる。そのような納税義務者とは，大規模なコン
ピュータ・システムを導入して，会計処理を行っている事業者であろう。そのような納税義
務者は，継続証憲の代わりとなりうる（GoBSの論理に従うならば），コンピュータ・システ
ムについての手続き文書を完備しているはずである。そうでない納税義務者は，かりにコン
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ピュータ・システムを導入していても，継続証懸となりうる手続き文書を備えていない場合
には，今後とも従来の証明義務を負うことになる。証明できなければ，税務当局の査定を受
けることになる。果たしてこのような状態が課税の公平と言えるのだろうか。当然，このよ
うな批判が寄せられることになるであろう。9）GoBSの主張する「手続文書＝証患機能」と
いう論理に従うと，手続文書さえあれば，かりに最初から証愚内容が存在しない場合でも，
課税基礎の評価の証明が可能となる。それもDV簿記の中でプログラム内記帳が実行してい
る納税義務者の場合にそれが可能となることが示された。その結果，課税の不公平やいわゆ
る収税の危険（Steuergefahrdung）が連邦大蔵大臣通達によっても支持されているという皮
肉な問題が生じている。
　以上のように，「正規のコンピュータ会計の諸原則」というのは単に法理論上の問題やコ
ンピュータによる会計処理の技術的問題であるだけでなく，税務や監査といった実務との密
接な関連の中においても検討されるべき問題なのである。
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